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都市のイメージは，そこに対する人々の行動を決定する重要な要素と捉えられ，今後の地域活性化にお

いてその観点がますます重要になると考えられる．本研究では，特定の地域を認識し，その地域に対して

何らかのイメージを形成する人々を「認識人口」という新たな人口概念として定義した．そして約 100 万

サンプルを有する大規模アンケート調査を用いて，全1725市町村に対するイメージを分析することで「認

識人口」の全国的な実態を明らかにした．その結果，1)認識度が高い市町村ほどポジティブ/ネガティブと

いったより具体的なイメージを抱かれやすいこと， 2)市町村に対するイメージと居住・訪問経験率には，

「認識人口」獲得状況による生態学的相関関係が存在することが示された． 
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1. はじめに 
Philip Kotler(2002)1)は，「場所のイメージとは，ある場

所に関する膨大な量の情報を処理し，『本質化』しよう

とする心の産物である．」（Kotler, 2002, p.141）と述べて

いる．ポジティブなイメージがある場所には訪れたいと

思うし，住みたいと思うだろう．一方で，ネガティブイ

メージを抱く場所には関わりを持ちたくないと思うのが

自然である．つまり場所のイメージは，その場所に対す

る人々の行動を決定する重要な要素であると仮定できる． 

一方，我が国においては東京一極集中や人口減少・少

子高齢化に伴い，地方部を中心に担い手不足が深刻化し

ている．このため，各自治体は定住人口，交流人口や関

係人口の獲得に向けて様々な施策を講じている．特に関

係人口に関しては，近年では国土政策の観点からもその

拡大が目指されており，令和 5年に閣議決定された第三

次国土形成計画注 1)では，2032 年度を目途にコロナ禍前

時点の1.5倍となる約3,000万人に拡大する目標が掲げら

れている．さらには，2024年 2月には二地域居住の促進

に向けた法律の一部改正案が閣議決定注 2)されるなど，

地方への人の流れを拡大するための動きがより一層活発

化していることはいうまでもない． 

このような状況を踏まえ，筆者らは新たな人口概念と

して「認識人口」を提案する．図-1にその概念図を示す．

「認識人口」とは，特定の地域を認識し，その地域に対

して何らかのイメージを形成する人々を指す．先に述べ

たように，都市に対するイメージは人々にとってそこに 

 

図-1 「認識人口」の概念図 
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対する行動を決定する重要な要素となり得ることから，

今後の地域活性化においては，各地域に対してポジティ

ブなイメージを形成する「認識人口」を獲得することが

重要であると考えられる．さらには，ポジティブなイメ

ージを形成する「認識人口」の獲得が，国土政策や地域

政策上においてますます重要視されている関係人口への

ステップアップに資する可能性もある． 

では，人々はどのように都市に対するイメージを形成

しているのだろうか．訪れたことのある都市に対しては，

現地で知覚した情報に基づいてイメージを形成すること

が考えられる．一方で，新聞などのマスメディアや，近

年普及が加速した X(旧 Twitter)や Instagram等の SNSサー

ビスを通じて，訪れたことのない場所に対してもそれら

を通じて膨大な情報を得ることが可能となっている 2)．

これらのメディアは，視覚的な情報や他者の体験を手軽

に共有できるため，人々が都市に対してイメージを形成

する際に大きな影響を及ぼしていることが考えられる．

しかし，マスメディアやSNSを通じて得られる情報には

偏りが生じている場合があり 2)，その結果として特定の

都市に対する認識に偏りが生じる可能性もある．特に，

訪れたことがないにも関わらずネガティブなイメージを

多く抱かれることによって，特定の都市に対してのみポ

ジティブなイメージが集積する認識の不均衡は，地域活

性化における地域間格差を拡大させる懸念がある． 

国土政策上重要な概念となりうる「認識人口」だが，

その全国的な実態は着目すらされておらず，政策的検討

に必要な情報は全く不足している状況にある．また，

SNS等の普及により現地を訪問せずともその都市に関す

る膨大な情報を得ることできることを踏まえると，現地

の訪問経験と都市イメージの関係性を把握することも重

要である． 

 

 

2. 本研究の位置づけ 

 

(1) 既存研究・調査のレビュー 

都市に対するイメージを全国的に調査した例として思

い浮かぶのは，「魅力度ランキング」注 3)だろう．本ラ

ンキングはブランド総合研究所によって 2006 年から計

19 回実施されている「地域ブランド調査」注 4)の結果に

基づいて発表されているランキングである．本調査では，

1047の地域(1,000市町村，及び47都道府県)を調査対象と

し，全国 3万人が各地域の魅力度や，各地域のイメージ

14項目などの全 90項目について回答している． また，

後述する，本研究で使用する「住みここち調査」を基に

「自治体ブランドランキング」も発表されており，全国

的に「イメージが良い・知名度が高い街」がランキング

形式で発表されている注 5)． これらの調査結果は，全国

的に認識を集める，さらにはポジティブイメージを集め

る自治体を明らかにしたものが多くを占めるが，「認識

人口」の拡大に向けた知見を得るためには，ネガティブ

イメージを集める自治体の現状についても正確に捉える

必要がある． 

学術研究においても都市のイメージを捉える試みは数

多く行われている．例えば森田ら 3)は，前橋市の利根川

左岸居住者を対象とするアンケート調査の自由記述デー

タをテキストマイニングを用いて定量的に分析し，居住

者が抱く都市イメージを定量化した．大久保ら 4)は，旅

行ガイドブックと口コミの言語解析により，訪日外国人

が観光地に抱くイメージを定量化した．李ら 5)は，自由

記述データのテキストマイニング分析を通じて，都市部

と農村部において，居住地域に対するポジティブな場所

の記憶とネガティブな場所の記憶の特徴を定量化した．

谷口ら 2)は，Twitter(現:X)の「ツイート」データに対して

キーワード分析を行い，対象 27 都市に対して人々が潜

在的に抱いている都市イメージを定量的に明らかにした．

以上のように，都市イメージを定量的に捉える試みは数

多く行われている．しかしながら，場所のイメージとは

「人々がその場所に対して抱く信念，考え，印象の総体」
1)であるにもかかわらず，住民や観光客等によるイメー

ジのみに着目されるなど，断片的な実態しか明らかにさ

れていない現状にある． 

また，属性による都市イメージの乖離について明らか

にした研究も行われている．川崎 6)は，メディアによっ

て形成される都市の景観イメージ(メディアイメージ)を

分析し，現地イメージとメディアイメージには大きな差

異が存在することを定量的に示した．また，Gilboa and 

Eugene7)は，イスラエルの 3 つの異なる都市に住む 18 歳

以上の住民を対象としたオンライン調査を通じて，都市

への愛着や関与が乏しい住民層において居住都市に対し

てネガティブなイメージを持つ傾向にあることを示した．

Zenker et al.8)は，ドイツのハンブルグを対象に，「内部タ

ーゲット：居住者，もしくは居住経験のあるもの」と

「外部ターゲット：訪問経験がない者，もしくは短期間

しか訪れたことがない者」の間でイメージがどのように

異なるかを分析し，外部ターゲットは，ハンブルグに対

して一般化されたステレオタイプ的なイメージを持つこ

とを示した．これらの研究の蓄積を鑑みると，実際の訪

問経験とその都市に対するイメージには関係性があるこ

とが窺える．  

さらに，都市に対するイメージとそこに対する実際の

行動意図の関係性について考察した研究も見られる．

Rassolimanesh et al.9)は，10 か国，518 名を対象としたオン

ライン調査を通じて COVID-19 流行下において観光地イ

メージが将来の訪問意図に与える影響を分析した．その

結果，ポジティブな観光地イメージが訪問意向を高める
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ことが示され，さらに訪問経験の有無によってその影響

の度合いに顕著な差異があることが明らかとなった．青

木ら 10)は，地域間人口移動における移動地選択の際に，

移動地決定に影響を与える情報を明らかにするために、

ラダリング法を用いたヒアリングを実施した．その結果，

TV や雑誌等のメディアによって形成された良いイメー

ジが大きな影響を与えている可能性が示され，特に地域

イメージが移動地選択の動機や価値観に結びついている

ことが確認された．これらを踏まえると，都市イメージ

はその都市に対する人々の行動を決定する重要な要素で

あることがすでに示されていると言える．すなわち，本

稿冒頭で述べたように，場所のイメージは「その場所に

対する人々の行動を決定する重要な要素である」という

仮説が立証されている状況にあると捉えることが可能で

ある． 

 

(2) 本研究の目的・内容 

以上のように都市のイメージはその都市に対する人々

の行動を決定する重要な要素であり，ある都市や地域に

対して居住や訪問といった行動をすることを検討する上

では，そこに対してポジティブなイメージが形成されて

いることが基盤となることが考えられる．すなわち，今

後の地域活性化を検討する上でより重要視されるであろ

う「認識人口」の拡大に向け，どのような人々が都市を

どのように認識し，どのようなイメージを抱いているか

を定量的に明らかにすることが求められる． 

そこで本研究では，人々が都市に対して抱くイメージ

の実態を全国網羅的に把握する．更に，SNS等の普及に

より，現地を訪問せずともその都市に関する膨大な情報

を入手することが可能であることを鑑みて，各都市への

認識の実態と実際の居住や訪問経験との関係性について

も明らかにする．これらを通じて，今後の地域活性化に

おいて重要な「認識人口」の拡大に向けた知見を得るこ

とを本研究の目的とする． 

この目的の達成のためには，全国の都市を対象に個人

が特定の都市に対して抱くイメージを聴取しており，さ

らにはその都市における居住や訪問経験の有無を把握す

ることが求められる．そこで本研究では，全国 1725 市

町村に対するイメージを聴取しており，約 100万回答と

非常に大規模サンプルを有する「住みここち調査」注 6)

を用いることとする．本調査の概要は 3章で詳述する． 

本研究の構成としては以下の通りである．まず 3章で

は使用するデータについて説明したのちに，用語の定義

を行う．4章では，分析対象 1725市町村について，各市

町村の「認識人口」の獲得実態を概観するため，「認識

人口」獲得実態に基づく市町村のクラスタリングを行う．

5 章では，市町村クラスターに基づき，各市町村の「認

識人口」獲得状況の特徴を分析する．6 章では，各市町

村への認識の実態と実際の居住・訪問経験との関係性を

分析する．最後に 7章で本研究の成果をまとめ，今後の

「認識人口」の拡大に向けた提言を行う． 

 

 

3. 分析概要 

 

(1) 使用データの概要 

 

本研究で使用する，大東建託賃貸未来研究所が実施し

た住みここち調査注6)の概要を記述する．調査概要は表-1

の通りである．本調査は 2019年から毎年 2月から 4月

に実施されており，第 6回目となる 2024年度調査は，

2024年 2月 21日から 3月 14日にかけて実施された．調 

査対象地域は全国となっており，自治体の人口比で割り

付けを行なって回答を回収している．調査項目として

は，性別，年齢などの個人属性，世帯年収，世帯構成な

どの世帯属性，居住地特性に加え，各種新聞や各種SNS

の利用状況といった個人のライフスタイルに関する設問

も用意されている． 

本研究では，人々が抱く都市イメージを全国網羅的に

把握するために，「非居住市町村に対する評価」に関す

る設問を用いる．本設問の概要を示したのが表-2であ

る．本設問では，各回答者によるランダムで 10の非居

住市町村に対する評価を聴取しており，有効回答数とし

ては 1,048,575となっている．評価対象の市町村は 1,725

市町村となっており，各市町村が約 600の回答を得てい

る．政令指定都市は区レベルまで聴取せず，市レベルで

評価が行われている．また，東京特別区部についても，

区レベルではなく「東京特別区部」としての評価が行わ

れていることに留意が必要である．設問としては，「1.

住んだことがある」「2.住んだことはないが訪れたこと

はある」「3.良いイメージがある」「4.悪いイメージが

ある」「5.聞いたことがある程度で特にイメージはな

い」「6.名前も聞いたことがない」の 6項目が用意され

ており，それぞれの設問に対して「はい」「いいえ」の

2件法で回答されている．全ての回答者が設問 1~6の少

なくとも一つの設問に対しては「はい」と回答してい

る．なお，設問 3~6の評価対象の市町村に対するイメー

ジを聴取した設問については，各回答者はいずれかの 1

つの設問のみに対して「はい」と回答している．また，

「1.住んだことがある」に対して「はい」と回答してお

り，かつ「6.名前も聞いたことがない」に対しても「は

い」と回答するなど，論理的に矛盾する回答は確認され

なかった．なお，本設問に関する基礎集計結果はすでに

インターネット上で公開されている注5)． 

第 71 回土木計画学研究発表会・講演集

 3



 

 

表-1 住みここち調査の概要 

 
表-2 「非居住市町村に対する評価」に関する設問の概要 

 

 

図-2 各回答者の「認識人口」判別のフローチャート 

 

(2) 用語・指標の定義 

 

a) 用語の定義 

人々が抱く都市イメージの実態に基づき全国の市町村

の「認識人口」獲得実態を明らかにするために，本研究

では表-2に示す「非居住市町村に対する評価」に関する

設問に対する回答に基づき，図-2に示すフローチャート

に従って各回答者が評価対象の市町村の「認識人口」で

あるか否かを判定する．各「認識人口」の定義を以下に

記述する． 

 認識人口(𝐶௜ሻ 

評価対象の市町村𝑖を認識している回答者．  

 ポジティブ認識人口(𝑃௜) 

評価対象の市町村𝑖を認識している上で，そこに対

してポジティブなイメージを抱く回答者． 

 ニュートラル認識人口(𝑀௜ሻ 

評価対象の市町村𝑖を認識している上で，そこに対

して特にイメージを抱いていない回答者． 

 ネガティブ認識人口(𝑁௜ሻ 

評価対象の市町村𝑖を認識している上で，そこに対

してネガティブなイメージを抱く回答者．  

 非認識人口(𝑁𝐶௜) 

評価対象の市町村𝑖を認識していない回答者． 

 現地居住・訪問経験者(𝑉௜) 

評価対象の市町村 iに居住，または訪問経験があ

る回答者． 

 

b) 指標の定義 

各市町村の「認識人口」獲得実態を示すための指標の

定義は次の式(1)~(7)の通りである． 

𝑐௜ ൌ
∑𝐶௜
𝐾௜

ൈ 100 

𝑝௜ ൌ
∑𝑃௜
𝐾௜

ൈ 100 

𝑚௜ ൌ
∑𝑀௜

𝐾௜
ൈ 100 

𝑛௜ ൌ
∑𝑁௜
𝐾௜

ൈ 100 

𝐷𝐼௜ ൌ 𝑝௜ െ 𝑛௜ 

𝑣௜ ൌ
∑𝑉௜
𝐾௜

ൈ 100 

𝐾௜ :各市町村𝑖を評価する総回答者数 

𝑐௜ :各市町村𝑖の認識度(%) 

𝑝௜ :各市町村𝑖のポジティブ認識度(%) 

𝑚௜ :各市町村𝑖のニュートラル認識度(%) 

𝑛௜ :各市町村𝑖のネガティブ認識度(%) 

𝐷𝐼௜ :各市町村𝑖のイメージDI（Diffusion Index）注5) (%) 

𝑣௜ :各市町村𝑖の現地居住・訪問経験率(%) 

 

なお，これらの指標間には次の式(7)~(9)の関係が成り

立つ． 

𝑐௜ ൌ 𝑝௜ ൅ 𝑚௜ ൅ 𝑛௜ 

𝑐௜ ൌ 100 െ 𝑛𝑐௜ 

𝑐௜ ൌ
∑𝑃௜ ൅ ∑𝑀௜ ൅ ∑𝑁௜

𝐾௜
 

 

 

4. 「認識人口」獲得状況に基づく市町村クラス

タリング 

 

本章では，全国における市町村の「認識人口」獲得実

態を概観する．そのために本節では，市町村を「認識人

口」の獲得状況に基づいてクラスタリングを行い，クラ 

住みここち調査

大東建託賃貸未来研究所実施主体

2024年2月21日(水)~3月14日(木)実施時期

Webアンケート調査会社(株式会社マクロミル)に登録している
20～79歳のモニター

調査対象

183,727人（各自治体の人口比を基に割付）
サンプル
サイズ

 回答者属性（年齢、性別、世帯年収、居住地等）
 非居住市町村に対する評価
 個人のライフスタイル(SNS利用状況，新聞購読状況等)

使用する
調査項目

1 住んだことがある

2 住んだことはないが訪れたことはある

3 良いイメージがある

4 悪いイメージがある

5 聞いたことがある程度で特にイメージはない

6 名前も聞いたことがない

・ 各回答者にランダムで10の非居住市町村に対する評価を2件法で聴取

・ 有効回答数：1,048,575回答

・ 全回答者が設問1~6のいずれかには「はい」と回答

・ 政令指定都市は市レベルで聴取

・ 設問3~6については，いずれか1つの設問のみに「はい」と回答

・ 東京特別区部は区で分けず，「東京特別区部」に対する評価として聴取

非居住市町村に対する評価

留意点

設問項目

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 

(7) 
(8) 

(9) 
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図-3 𝒑𝒊，𝒏𝒊，𝒎𝒊，𝒏𝒄𝒊，𝒗𝒊の分布 

 

表-3 市町村のクラスタリング結果 

 

 

 

図-4 市町村クラスターごとの𝒑𝒊，𝒏𝒊，𝒎𝒊，𝒏𝒄𝒊，𝒗𝒊の平均

値 

 

スターの特徴を分析する． 

市町村クラスタリングの手法について説明する．まず，

各市町村の「認識人口」獲得状況を把握するため，各市 

町村ごとに𝑝௜，𝑛௜，𝑚௜，𝑛𝑐௜，𝑣௜を算出した． 

次に，市町村ごとの上記 5指標の値に基づき，平方ユ

ークリッド距離に基づく Ward 法によって階層クラスタ

リングを実施した．類型数はデンドログラムを確認して

8 つに決定した．なお，図-3 に示すように上記 5 指標の

分布は大きく異なるため，標準化を行なった上でクラス

タリングを実施した．表-3に各クラスターに属する市町

村数と市町村の例を示す．図-4 に各クラスターの𝑝௜，𝒏𝒊，

𝒎𝒊，𝒏𝒄𝒊，𝒗௜の平均値分布を示す．各クラスターについ

ては，𝑝௜と𝒏𝒊の差分を表す𝐷𝐼𝒊の平均値の降順に並び替

えている．これらの図表により，各市町村クラスターに

ついて以下のような特徴があることがわかる． 

1) クラスターA,B についてはいずれも𝑝௜の平均値が高

く，𝑣௜の平均値も高い傾向にある．該当市町村を

鑑みると，観光地としての性質を有し，ポジティ

ブなイメージで多くの認識を得る市町村が属する

ことがわかる． 

2) クラスターC については，𝑛𝑐௜はクラスターB と同

水準であるものの，該当市町村に対して特にイメ

ージを抱かない，𝑚𝒊の平均値が高い傾向にある． 

3) クラスターD から F については，𝑛𝑐𝒊の平均値によ

る分類となっていることが読み取れる．𝑛𝑐𝒊の平均

値の増加に伴い，𝑝𝒊，𝒏𝒊，𝑚𝒊が低下していること

がわかる．特に𝑛𝑐𝒊の平均値が高いクラスターF に

は，町村の多くが属する． 

4) クラスターG,Hはそれぞれ市町村数が19,7と，全体

の中でも特異な立ち位置にいるクラスターである

ことが読み取れる．図-4 から，この 2 つのクラス

ターの𝑛𝒊の平均値が他のクラスターと比較して顕

著に大きく，𝑛𝑐𝒊は低い水準にあることがわかる．

すなわち，これらのクラスターに属する市町村は

ネガティブな要素で多くの認識を集めてしまって

いる市町村であることが推察される． 

 

 

5. 認識度とイメージ DI の関係性にみる「認識人

口」概念図の実証 

 

図-5 は認識度𝑐𝒊と𝐷𝐼𝒊の関係性を示している．認識度

が高い市町村ほど，𝐷𝐼𝒊の絶対値が大きくなり，多くの

市町村は𝐷𝐼𝒊の値が正，つまり𝑝𝒊が大きくなる結果とな

っている．これは， 図-1 に示した「認識人口」の概念

図と大きく重なることがみて取れ，𝑐𝒊の高い市町村の多

くはポジティブな要素によって認識を得ることができて

いるといえる．しかし，夕張市のように𝑝𝒊が高い水準に

あるものの，それと同程度の𝑛𝒊を得ることで，結果とし

て𝐷𝐼𝒊が 0 に近づく市町村もみられる．また，クラスタ

ーGやHのようにネガティブな要素による認識拡大が起

こるリスクにも留意が必要である．各自治体としては，

どのような認識を得ていて，図-1に示す「認識人口」概

該当市町村例Nクラスター

北海道小樽市, 石川県金沢市, 静岡県伊豆市, 大分県別府市22A

群馬県吾妻郡草津町, 千葉県浦安市, 岐阜県高山市, 
沖縄県宮古島市

75B

福島県福島市, 埼玉県熊谷市, 青森県青森市, 
北海道後志総合振興局ニセコ町

125C

千葉県鴨川市, 熊本県八代市, 富山県高岡市, 埼玉県狭山市238D

静岡県伊豆の国市, 茨城県石岡市, 神奈川県大和市, 
鹿児島県志布志市

357E

群馬県吾妻郡東吾妻町, 福島県西白河郡西郷村, 
愛知県西春日井郡豊山町, 高知県安芸郡北川村

882F

埼玉県川口市, 大阪府八尾市, 福島県南相馬市, 
茨城県那珂郡東海村

19G

熊本県水俣市，北海道夕張市, 神奈川県川崎市, 大阪府堺市, 
福岡県北九州市

7H
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念図のどの位置にいるのかを正確に把握することが重要

である． 

 

 

6. 現地居住・訪問経験率とイメージ DI の生態学的相

関関係 

 

図-6 は，現地居住・訪問経験率𝑣𝒊と𝐷𝐼𝒊の関係性を示

している．本図では，黒線が全市町村に対する𝐷𝐼𝒊と現

地居住・訪問経験率の単回帰直線を示し，その他の色の

線は各市町村クラスターごとの単回帰直線を表している． 

この図より，両者の間には明確な生態学的相関関係が

あることが見て取れる．すなわち，𝑣𝒊と𝐷𝐼𝒊の関係性は

市町村クラスターによって大きく異なることが見て取れ

る．まず，全市町村に対する𝐷𝐼𝒊と𝑣𝒊の回帰直線と回帰

式を見ると，全体的な傾向として𝑣𝒊が高いほど𝐷𝐼𝒊が高

くなり，𝑣𝒊が低い市町村では具体的なイメージが抱かれ

にくい傾向にあることが明らかである．これは，具体的

なポジティブなイメージを抱くことが，居住や訪問とい

ったその市町村への「関わり」を促す要因となる可能性

を示唆している． 

しかしながら，市町村クラスター別にみるとその意味

合いが大きく異なる．特に注目すべきは，多くの「ポジ

ティブ認識人口」を集める傾向にあるクラスターA と B

である．これらのクラスターに属する市町村では，𝑣𝒊が

高いほど𝐷𝐼𝒊の値が低くなるという，全体の傾向とは逆

の負の相関が見られる．クラスターA に関する回帰直線

の傾きは-0.69，クラスターB では-0.46 であり，これらの

市町村では居住や訪問の経験がなくてもポジティブなイ

メージを抱く傾向が強いことを示している．この要因と

して，マスメディアやSNSによる観光地としての頻繁な

露出が考えられる．メディアによって形成されたポジテ

ィブなイメージが強く，実際に訪問しなくても好意的に

認識されている可能性がある． 

しかしその一方で，ポジティブ認識人口を多く獲得し

ているからといって，それが必ずしとも市町村への「関

わり」をもつ人の増加につながるわけではないことも示

唆される．「認識人口」から関係人口へのステップアッ

プを促すためには，時間や金銭的な制約，交通アクセス

の問題 11),12)といった，地域に関わる際の障壁を取り除く

ことが重要と考えられる． 

図-5 認識度𝒄𝒊とイメージDIの関係性に基づく市町村クラスターの分布 
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上記を換言すれば，このような市町村では，実際に居

住したり訪問することで，現地を訪問せずに形成された

ポジティブなイメージと現実のギャップが明らかになる

可能性がある．川崎 6)が指摘するように，メディアの情

報が現実を上回ることで来訪者が「先入観」や「認識の

偏り」によって過度な期待を抱くことが考えられる．こ

のことから，メディアの影響によって生まれた期待と実

際の経験との乖離をどのように埋めるかが，関係人口獲

得とその継続性向上において課題となりうる． 

一方で，市町村クラスターAやBとは対照的に，「ネ

ガティブ認識人口」を多く集める市町村クラスターH で

は，𝑣𝒊が低いにもかかわらず𝐷𝐼𝒊の値が大きく負の値を

示している．つまり，これらの市町村に対しては，訪問

経験がないにもかかわらずネガティブなイメージを抱く

人が多いことが推察される．例えば，クラスターH に属

する熊本県水俣市は，その自治体名からかつての公害問

題が想起される．他のクラスターH に属する市町村にお

いても，社会問題や経済的停滞といった背景がメディア

で取り上げられ，それがネガティブなイメージの形成に

繋がっている可能性が高い．このようにクラスターH に

属する市町村では，メディアを通じたネガティブなイメ

ージの拡散が影響していると考えられる．これは一種の

「偏見」として捉えられ，認識の不均衡に繋がる懸念が

ある． 

 

 

7. 結論 
本研究では，地方への人の流れを拡大させていく機運

が高まる中で，「認識人口」という新たな人口概念を提

案した．そして「認識人口」の全国的な実態を明らかに

した．本研究の主な成果を以下に示す． 

1) 新たな人口概念として，特定の地域を認識し，そ

の地域に対して興味や関心を抱き，何らかのイメ

ージを形成する人々として「認識人口」を提案し

た．また，既存研究のレビューを通じて，都市イ

メージがその都市に対する人々の行動を決定する

重要な要素であることが明らかにされていること

を示した．これを言い換えると，都市に対してポ

ジティブなイメージを抱く「ポジティブ認識人口」

が，今後の地域活性化において重要な存在となり

得ると捉えられる． 

2) 認識度が高い市町村ほどその市町村に対してポジ

ティブ/ネガティブといった具体的なイメージを抱

く「認識人口」を多く獲得する傾向にあることを

示し，この実態が「認識人口」の概念図と一致す

ることを示した． 

3) 「ネガティブ認識人口」を多く集める市町村にと

っては，訪問経験のない人々が特にその傾向を強

く持つ可能性が示された．取り上げやすい偏った

情報による都市像が SNS 上に投影されている場合

があり 2)，それがこのような状況を招いている可能

性がある．しかし，裏を返せば，このような市町

村は訪問経験がそのネガティブなイメージを覆す

ことに繋がると考えられる．行政主体にとっては，

SNS 上での情報発信の偏りを是正することに加え，

訪問機会を創出する施策の必要性が他の自治体と

図-6 現地居住・訪問経験率𝒗𝒊とイメージDIの関係性に基づく市町村クラスターの分布 
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比較して特に高いといえるだろう．  

これらの成果は，地方自治体が「認識人口」の拡大を

目指すうえでの施策の方向性を示すものであり，実務的

意義を持つものである．SNSを用いたポジティブな情報

発信や，訪問機会の創出によって，認識の偏りを解消し，

「ポジティブ認識人口」を獲得するための取り組みが必

要とされる． 

一方で，本研究はあくまで市町村に対するイメージの

実態把握に過ぎず，例えば個人レベルでのイメージ形成

に影響を与える要因の因果関係は分析できていない．ま

た，各個人がSNSやメディア上で実際にどのような評価

対象市町村に対する情報を得ていたかといったことも不

明である． 

今後は，行政主体による情報拡散の仕組みの実態解明

や，実際に提供される情報と人々の行動の関係性等を分

析することで，「認識人口」の拡大に向けた更なる知見

を得ていく必要がある．また，「認識人口」から関係人

口へのステップアップ可能性に関する更なる検証が，今

後の国土政策や地域政策の検討に向けて重要と考えられ

る． 

 

謝辞：本論文の作成にあたっては，JSPS 科学研究費

(23K26217)および日本航空株式会社の研究助成を得た．

加えて，大東建託賃貸未来研究所より住みここち調査を

使用する機会を得た．記して謝意を表する． 

 

NOTE 
注1) 国土交通省, 国土形成計画（全国計画）（2023.7）, 

https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudokeikaku_fr3_ 
000003.html, 最終閲覧 2025.2. 

注2) 国土交通省, 報道・広報, 「広域的地域活性化のた
めの基盤整備に関する法律の一部を改正する法律
案」を閣議決定, https://www.mlit.go.jp/report/press/ 
kokudoseisaku01_hh_000205.html, 最終閲覧 2025.2. 

注3) 地域ブランドNEWS, 地域ブランド調査 2024都道府
県の魅力度等調査結果, https://news.tiiki.jp/articles/4907, 
最終閲覧 2025.2. 

注4) 地域ブランド NEWS, 地域ブランド調査 2024, https:// 
news.tiiki.jp/05_research/survey2024, 最終閲覧 2025.2. 

注5) いい部屋ネット, 街の住みここちランキング&住み
たい街ランキング, 自治体ブランドランキング, https:
//www.eheya.net/sumicoco/2024/brand/, 最終閲覧 2025.2. 

注6) いい部屋ネット, 街の住みここちランキング&住み
たい街ランキング 2024 調査概要, https://www.eheya. 
net/sumicoco/2024/outline/index.html, 最終閲覧 2025.2. 

注7) 総務省, 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び
世帯数, https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/
daityo/jinkou_jinkoudoutai-setaisuu.html, 最終閲覧 2025.2. 
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